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1．はじめに
　UCP（荷為替信用状に関する統一規則および慣例，　Uniform　Customs　and　Practice　for　Docurnen－
tary　Credits；省略してUCPと呼ぶ）が初めて公開されたのは1933年のことである。ルール
（Rules）として条文化を行ったのは国際商業会議所（lnternational　Chamber　of　Commerce，本部
をパリーに置く国際的民間組織，1920年の設立，ICCと略称される）である。
　1933年に初めて規則として条文化が完成し公開されて以来，変遷する時代の要請をとり入れ，’
規則条文に反映させながら，1951年，1962年，1974年，1983年と四回の改正を経て今回は第5次
改正がなされ，UCP　500（Uniform　Customs　and　practice　for　Documentary　Credits，1gg3
Revision，　ICC　Publication　No．500）として，1993年3月10日にICC　Commission　on　Banking
Technique　and　Practiceで承認され，4月にICC　Executive　Boardで採択されて，5月
にICC出版物第500号として出版・公開された。そして，1994年1月1日から施行されること
になっている。
　1989年11月に今回の改正作業が開始されて以来，実質3年間の作業を経て改正条文の公開とな
ったわけであるが，公開されたUCP　500が，前回（1983年）改正のUCP　400と比較していかな
る改正がなされているのかを検討するとともに，改正の背景や英文表現等についても考察してみ
ようと試みるのが本稿の目的である。
2．UCP500及びUCP400の比較検討
　1983年改正のUCP　400は，社会主義国を含む160か国以上の国家・地域の銀行協会あるいは個
。の蜘。よ。て採択翻澗繍信用状の議の鰍諏扱い実瀦に関して，銀行，法律家，
輸出入業者，運輸業者，保険業者等，貿易取引に関係する当事者の規範として多大なる貢献をし
てきた。　　　　　　　　　　　　　　t
　しかし，UCP　400は，施行されてから10年の歳月が経過し，その間の貿易環境の変化等を考慮
した改正の時期が到来した（約10年ごとの見直しが慣例となっている）。
（1）ICC，『ICC　Uniform　Customs　and　Practice　for　Documentary　Credits－UCP　500，　ICC
　Publication　No．500』，　ICC　Publishing　S．A．，　Back　Cover，1993。
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　過去10年間の貿易環境の変化の中で特筆されるべき特微は，高度先端技術（high　technology；
high　tech．）の発展による通信施設・技術の高度化，コンピューター／ワープロ等電子機器を利
用した事務処理能力の向上〔書類を用いない電子データ交換（electronic　data　interchange；EDI）メ
ッセージ方式による受発注，運送証券の処理，決済など〕，輸送手段・輸送主体の充実（コンテナ化によ
る複合運送の充実・発展，利用運送事業者による輸送網の拡充など）であろう。
　そのような時代認識や訴訟・仲裁などの係争関係を背景としながら，今回のUCP　500の改正
作業の基本は，（1）規則の簡明化，（2）銀行慣例（banking　practices）の関連付け，（3）発行銀行およ
び確認銀行の主要な責任を明確化することによって荷為替信用状の高潔さを定義付ける条文の改
正，（4）書類のない状態への適応の必要性，（5）荷為替信用状に基づいて提示される各種の運送証券
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）について受理可能なものについての明文化の必要性，の5点が中心課題とされた。そして，改正
の目的が達成されるように，法律と国際ビジネス慣例の統合に力点が置かれた。
　その結果，改正条文として公開された規則（UCP　500）は，全文49条（UCP　400は55条）から成
り立っている。
　UCP　500とUCP　400の新旧規則の関連条文を整理してみると次のようになる。
　UCP　500　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　UCP　400
　第1条　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1条
　第2条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2条
　第3条　　　　　　　　　　　　　　　　第3条，第6条
　第4条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4条
　第5条　　　　　　　　　　　　　　　　第5条，第13条，第22条
　第6条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第7条
　第7条　　　　　　　　　　　　　　　　　　第8条
　第8条　　　　　　　　　　　　　　　　　　第9条
　第9条　　　　　　　　　　　　　　　　　　第10条
　第10条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第11条
　第11条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第12条
　第12条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第14条
　第13条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第15条
　第14条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第16条
　第15条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第17条
　第16条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第18条
　第17条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第19条
　第18条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第20条
（2）ICC，『Documentary　Credits－UCP　500＆UCP　400　Compared』，　ICC　Publishing，　S．A．，
　Preface皿，1993．
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　第19条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第21条
　第20条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第22条
　第21条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第23条
　第22条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第24条
　第23条　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　第26条
　第24条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当条文なし
　第25条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当条文なし
　第26条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第25条
　第27条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当条文なし
　第28条　　　　　　　　　　　　　　　　　　該当条文なし
　第29条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第30条
　第30条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第25条（d）および第26条（c）
　第31条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第28条，第32条，および第33条
　第32条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第34条
　第33条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第31条
　第34条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第35条，第36条および第37条
　第35条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第38条および第40条
　第36条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第39条
　第37条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第41条
　第38条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第42条
　第39条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第43条
　第40条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第44条
　第41条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第45条
　第42条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第46条
　第43条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第47条
　第44条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第48条
　第45条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第49条
　第46条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第50条
　第47条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第51条，第52条および第53条
　第48条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第54条
　第49条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第55条
　以上のうち，新規則（UCP　500）第1条～第5条は総則と定義，
式と通知，第13条～第19条は義務と責任，第20条～第38条は書類，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）条は譲渡可能信用状，そして第49条は代り金の譲渡となっている。
　（3）
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第6条～第12条は信用状の形
第39条～第47条は雑則，第48
各見出しの英文表現は，1983年改正の場合と同一表現なので，和訳表現は国際商業会議所日本国内委
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　新規則の条文について，特微的と思われるいくつかの部分について，旧規則（UCP　400）との
対比を念頭におきながら，以下に検討を加えてみたい。
　新規則第1条は，「荷為替信用状に関する統一規則および慣例一1993年改正一国際商業会議所
出版物第500号は，当該信用状原文に明記されている場合にはすべての荷為替信用状（適用可能な
範囲内においてスタンドバイ信用状を含む）に適用されるものとする。当該信用状に他の明記がない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）かぎり，当該信用状に係る関係当事者全員に対して拘束力をもつ。」と規定し，旧規則に比べて
条文が明確化されている。
　EDI（電子データ交換）規則のUCPへの組み入れについても検討がなされているが，結論とし
ては，将来，いわゆる電子式荷為替信用状取引のことが規則に取り入れられるとしても，現状で
は現行の窟式鶏処理唖囲を念頭において条文改正するにとどめられて溜。
　SWIFT（国際銀行間通信協会＝・Society　for　Worldwide　lnterbank　Financial　Telecommunications）
ネットワークを通じて送達される荷為替信用状は，UCPの適用除外を明示していないかぎり，
　　　　　　　（6）UCPが適用される。
　新規則第3条は，旧規則第3条と第6条が統合された条文となっているが，信用状と売買契約
等との分離独立性を具現した条文である。
　新規則第6条は，旧規則第7条に相当する信用状の基本的種類（取消可能Revocableか取消不能
Irrevocable）を明示した条文であるが，新規則の条文表現（第6条c項In　the　absence　of　such
indication　the　Credit　shall　be　deemed　to　be　irrevocable．下線は筆者による。）は旧規則の条文表
現（第7条c項ln　the　absence　of　such　indication　the　credit　shall　be　deemed　to　be　revocable．
下線は筆老による。）と言葉の概念が相異（下線部分を参照）する。
　これは，取消可能信用状の利用が稀少であることを考慮して，取消可能あるいは取消不能の明
示がない場合には，積極的ないしは常識的に考えて「取消不能Irrevocable」と見なされるも
のと規定したものである。したがって，取消可能信用状（Revocable　L／C）の場合には「取消可
能Revocable」の旨を信用状上に明示する必要がある。この点は従来の考え方とは180度異なる
ので発想転換が必要である。もっとも，第6条b項で，当該信用状が取消可能か取消不能かをは
っきりと示すべき旨を規定しているので，b項が徹底されているとすればc項のことは表面化し
ないですむことになる。
　新規則第9条は，旧規則第10条に相当する発行銀行および確認銀行の義務を規定した条文であ
るが，以下の2点は特に留意しておく必要がある。既ち，旧規則（第10条a項）で，ai．ifthe
credit　provides　for　sight　payment－to　pay，　or　that　payment　will　be　made；（下線は
筆者による。なお，a項のiiの部分も同様）となっている部分が，新規則ではa　i．if　the　credit
　員会の和訳による。
（4）第1条の条文和訳は筆老の仮訳。正式にはICC日本国内委員会の和訳が公表されるので，公表後は
　それに依拠すること。
（5）　OP。　cit．，　P．3．
（6）　op．　cit．，　P．3．
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provides　for　sight　payment－to　pay　at　sight（下線は筆者による。）と改正され，より明確
で信頼感が強化されている。第2点としては，確認信用状（Confirmed　L／C）の場合，確認銀行
（Confirming　Bank）の義務は発行銀行（Issuing　Bank）の義務とは別個のものであること，そし
て，当該信用状の中で他に権限が賦与されていないかぎり，もし確認銀行が書類提供について無
視（bypass）されるとか，当該信用状に対する確認が書類を受け取る以前に期限切れになる場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）は，確認銀行はそのような呈示に対しては引受け支払いの義務はない，ということである。
　さて，輸出入に係わる売買当事者間にとってより重要な関心は“書類（documents）”を取り決
めた第20条以下の条文規定であろう。
　新規則第20条は，旧規則第22条に相当する条文であるが，書類の発行者についての曖味さを指
摘した条文である。新規則では，“firstclass”，“well　known”，などと旧規則で示されている
用語のほかに“competent”，“local”の2語を追加している。そして，これらの用語は発行者を
描写する表現としては使用すべきでないとし，もし，そのような用語が信用状の中で用いられて
いる場合には，銀行は，書類が他の信用状条件に合致しているものと見なされ，受益者により発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）行されたものでないということがわかれぽ，提示されたとおりに関係書類を受理するであろう，
と規定している。また，新規則第20条b項では，信用状に他の明記がないかぎり，写真複写，自
働あるいはコンピューター化方式，カーボン紙による複写の書類も原本として同様に受理する。
但し，原本と表示され，必要に応じて署名されていることが条件であるとしている。そして，署
名の方法としては，肉筆（handwriting），複写（facsimile　signature），ミシン目を入れる方式に
よる署名（perforated　signature），スタンプ，シンボル（symbol），あるいはその他機械的ある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）いは電子的認証方法による署名が認められることを規定している。
　新規則第23条は，旧規則第26条に相当する条文であるが，海上／海洋船荷証券（Marine／Ocean
Bill　of　Lading）について規定している。船積（shipment）については，かなりの条文改正（新設
の条文を含めて）がなされているので注意してみる必要がある。新規則第23条a項では，もし信
用状が港から港までの運送を引き受けた船荷証券を要求している場合には，信用状に他の明記が
ないかぎり，銀行は呼称のいかんにかかわらず以下の証券を受理するであろう，と規定している。
即ち，（i）書類上に運送人の名称が示され，署名され，あるいは（イ）運送人あるいはその代理あるい
は代行者によって証明された証券，（ロ）船長あるいはその代理あるいは代行者によって証明された
証券である。運送人あるいは船長の署名あるいは証明（authentification）は，事情によっては，
運送人あるいは船長のものであることの照合がなされなけれぽならない。㈲積送品が本船上に積
み込まれた，あるいは指定の本船に船積みされたことを明示している証券。価）以下の場合（内容は
本稿では省略）に拘わらず，当該信用状に規定されている船積港および荷おろし港が明示されて
いる証券。㈲1通の船荷証券原本，あるいは1通以上の原本が発行されている場合には発行済の
（7）　OP．　cit．，　P．24．
（8）UCP　500第20条a頂参照。
（9）UCP　500　第20条b項参照。
　130　　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第76巻第1号　　　　　　　　　　　　　　（130）
原本全通から構成される証券，（v漣送契約条件すべてを含む証券，あるいは略式に作られている
証券（short　form／blank　back　bill　of　lading）。但し，銀行はそのような運送条件の内容は点検し
ない。（vi）用船契約を条件とするとの明示がなされていないとか，あるいは帆のみによって帆走す
る本船であるとの明示がなされていない証券。㈲その他すべての点において信用状条件に合致す
　　（10）
る証券。
　d項では，たとえ当該信用状が積換えを禁止しているとしても，銀行は以下の船荷証券を受理
するであろう，と規定している。即ち，（i）当該積送品がその船荷証券によって証明されるとおり
コソテナ，トレーラーおよび／あるいはラッシュ・パージ〔“LASH”barge（s），艀にコンテナを積
載して艀ごと本船に載せて輸送する方式〕で船積みされているかぎり積換えが行なわれると明示して
いる船荷証券。但し，全航程が一つの同一の船荷証券でカバーされていなくてはならない。｛il）運
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）送人が積換えの権利を留保する旨の約款を挿入している船荷証券。
　新規則第24条は，旧規則にはない新しい条文であるが，近隣諸国にある支店あるいは現地法人
との取引（intra－company　transactionなど，船荷証券を必要としない場合を前提とした非流通性
海上運送状（Non－Negotiable　Sea　Waybill）について規定した条文である。
　周知のとおり，運送状（waybill）は流通性船荷証券（指図式のもの）でもないし，権利証券
（document　of　title）でもない。荷受人は運送状の荷受人欄に記名されるので，運送状原本と引
き換えでなくとも荷受人であることが証明されれぽ積荷の引き渡しがなされる。したがって，運
送状は積送品の受取証と運送契約の証拠となることがわかる。第24条a項では，もし信用状が港
から港への積送をカバーする非流通性海上運送状を要求している場合には，銀行は，もし当該信
用状に他の明記がないかぎり，呼称のいかんにかかわらず以下の書類を受理するであろう，と規
定し，「以下の書類」についての文言は第23条の条文と同様である。
　新規則第25条は，新しく規定された条文である。明確な定義を求める声に応えて設けられた条
文である。
　第25条a項では，もし信用状が用船契約にもとつく船荷証券（Charter　Party　B／L）を要求あ
るいは容認している場合には，銀行は，当該信用状に他の明記がないかぎり，呼称のいかんにか
かわらず以下の証券を受理するであろう，と規定し，（i）用船契約を条件とする旨の明示がなされ
ている証券，価）運送人名が明示してある，あるいは明示されていない証券。〔a項の（ii），Φり，（V），
G「D，㈹，㈲は条文の整合性／統一性の点から，第23条の条文と同様の規定である。〕
　b項では，たとえ当該信用状が用船契約船荷証券に関係する用船契約書の提示を要求している
としても，銀行は当該用船契約書を精査しないが，銀行側には何ら責任ないものとして当該用船
契約書を次の関係当事者へ回付する旨を規定している。
　新規則第26条は，旧規則第25条に相当する条文であるが，条文表現が改正されていると同時に，
運送に関する新規則の条文表現の統一性が考慮されている。
⑩　UCP　500　第23条a項参照。
⑳　UCP　500　第23条d項参照。
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　第26条は複合運送証券を規定した条文であるが，複合運送を表現する用語としてet　combined
transportあるいはinter－modal　transportを用いていない。国連貿易開発会議（UNCTAD）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）との整合性の見地からmultimodal　transportが使用されている。
　さて・第26条を見てみると・a項では・もし信用状が少なくとも2つの異なった運送形態（複合
運送）をカパーする運送証券（Transport　Document）を要求している場合には，銀行は，当該信
用状に他の明記がないかぎり・呼称のいかんにかかわらず以下の証券を受理するであろう，と規
定し・（i）～圃まで続くが・（vi），㈲は第23条と同様であり，（i），価），㈹，（v）は複合運送の観点から
の文言あるいは用語が第23条の条文に追加挿入されていることがわかる。但し，㈹は複合運送を
特微的に表現していると思われるので，その条文表現をみると，積送品が出荷された，管轄下に
引き取られた，あるいは積み込まれた旨を明示している証券；出荷，管轄下への引取り，あるい
は積込みは・複合運送証券上にその主旨の文章表現により明示しうるし，証券の発行日は，出荷
日・管轄下への引取り日・あるいは積込日および船積日とみなされる，～と規定している。
　b項では・たとえ当該信用状が積み換えを禁止しているとしても，銀行は，もし全運送行程が
1本の同一の複合運送証券によってカバーされている場合には，積み換えが行なわれるであろう
あるいは行なわれるかも知れないと明示している複合運送証券を受理するであろう，と規定して
いる。
　新規則第27条は・航空貨物輸送を念頭においた新しい条文規定である。航空貨物輸送量が増加
している現況を反映した条文であるが，航空運送状（Air　Waybi11）が船荷証券（B／L）と同様の
機能を果たすことを考慮して，航空運送に係わる書類の受理についての条件を明確化しようとし
ている条文である。第27条a項では・もし信用状が航空運送状を要求している場合には，銀行は，
もし当該信用状に他の明記がないかぎり，呼称のいかんにかかわらず以下の運送状を受理するで
あろう・と規定し・（i）～㈲まで細目分類している。（i）では，その運送状に運送人の名称が明示さ
れ，署名済みであり，あるいは運送人，指定代理人あるいは代行者によって認証された運送状で
あること；㈹では，約定品が運送のために受理されていることを明示した運送状であること；㈹
では，当該信用状が現実の出荷日を要求している場合には，それを明示している運送状であるこ
と，と規定している。ただし，航空運送状に明示されている出荷日は発送日と見なされるであろ
う。航空運送状に運送人使用欄（For　Carrier　Use　Onlyあるいは類似の表現）として便数や日付を
書く欄があるが，ここに記された日付は出荷日とは見なされない。その他の場合には，航空運送
状の発行日が発送日と見なされる。飼では，当該信用状に規定されている出発空港及び仕向け
（到着）空港が明示されている運送状であること；〔v）では，たとえ当該信用状が原本全組あるい
は同様な表現を規定しているとしても，荷送人への原本であることが明示されている運送状（1
通）であればよいこと（運送状は記名式であり，運送状を提示しなくても荷受人であることが立証されれ
ば貨物の引渡しがなされる）；（vi）では，運送契約条件が明示されているか，あるいは航空運送状以外
⑫　ICC，『Documentary　Credits－UCP　500＆UCP　400　Compared』，　ICC　Publishing　S．A．，
　p。77，1993．
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の書類の言及によって運送契約条件が明白であることが明示されている運送状であること（ただ
し，銀行は運送契約条件の内容は精査しない。）；㈹では，その他すべての点において，当該信用状の
規定に合致する運送状であること，を規定している。
　b項では，積み換えについて定義している。即ち，積み換えとは，当該信用状が規定している
出発空港から仕向け（到着）空港に至る運送行程の区間で，別の航空機に再積載することを意味
する旨を規定している。
　c項では，たとえ当該信用状が積み換えを禁止しているとしても，銀行は，運送行程全区間が
1本の同一の航空運送状によってカバーされている場合には，積み換えが行なわれる予定あるい
は行なわれるかも知れないと明示している航空運送状を受理するであろう，と規定している。し
たがって，もし，積み換えを禁じて，同一の航空機で運送行程全区間の運送を行なうのであれぽ，
当該信用状の中に第27条c項を破棄する旨を明示しておく必要がある。
　新規則第28条は，トラック（road），鉄道，内陸水路運送状について規定した新設の条文であ
る。
　第28条a項では，もし信用状がトラック，鉄道，内陸水路運送状を要求している場合には，銀
行は，もし当該信用状に他の明記がないかぎり，呼称のいかんにかかわらず以下の要求された運
送状を受理するであろう，と規定し，（i）～囲の細目を明示している。
　（i）では，当該証券上に運送人の名称が明示され，署名済であり，あるいは運送人またはその指
定代理人によって認証された運送状，および／あるいは運送人またはその指定代理人による貨物
受取りの明示あるいは受取りの刻印（stamp）がある運送状であるとし，㈲では，当該貨物が船
積み，発送あるいは運送のために受け取られたものであること，あるいはその旨の表現を明示し
た運送状であること。そして，発行日は，もし運送状に受取りの刻印がない場合には，積送日と
見なされるが，受取りの刻印がある場合にはその日付が積送日と見なされると規定している。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）の（li）に関しては，　CIM　railway　consignment　llote（鉄道運送条約にもとつく鉄道運送状；Con－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）signment　NoteはWaybillと同じ意味で運送状のこと）およびCMR　truck　consignment　note
（道路運送条約にもとつく運送状）には積送品が積送，発送，あるいは運送のために受け取られた，
あるいはその旨の表現がなされていない。それは，すべての権利・義務は条約の中に明記されて
いるためである。そこで，上記の運送状が提示された場合には㈹の規定に合致しないことになる
が，CIMあるいはCMR運送状が提示された場合には，そのままで銀行が受理することを認
めるというのが作業部会（Working　Group）の意見であるという。もし，このことで問題がある
03CIMは，　Convention　lnternationale　concernant　le　Transport　des　Marchandises　par　Chemins
　de　Fer＝International　Convention　concerning　Transport　of　Merchandise　by　Rail（国際鉄
　道物品運送条約のこと）。
⑯　CMR　truck　consignment　note（道路運送条約にもとつくトラック運送状；CMRは，　Convention
　relative　au　contrat　de　Transport　International　de　Marchandises　par　Route＝Convention　on
　the　Contract　for　the　International　Carriage　of　Goods　by　Road（国際道路物品運送条約のこ
　と）。
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と思われるときには，当該信用状発行依頼人および発行銀行は，当該信用状の中でこれらの運送
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）状については受け取った旨の明示がなくてもよいことを明記してもよい。
　価）では，当該信用状に規定されている積送地と仕向地を明示している運送状であること，そし
て（iv）では，その他の点では当該信用状の規定に合致した運送状であることを要求している。　b項
においては，運送状に発行通数が明示されていない場合には，銀行は提示された運送状を全通数
と見なして受理するであろうし，原本（original）との表示が有る無しにかかわらずその運送状を
原本として受理するであろう，と規定している。
　c項では，積み換えについて定義し，d項では積み換え禁止の信用状文言と運送状上の積み換
えを行なう旨の文言との関係について第27条c項と同主旨の規定がなされている。これは，例え
ぽ，A国のトラックがB国向け貨物を運送していく場合に，　B国との国境地点でB国のトラック
に積み換えを要求されることを考慮しているためで，銀行は運送行程全区間が1本の運送状で行
なわれ，同一運送手段（例えば，トラックからトラックへ）での積み換えについては，信用状に積
み換え禁止の文言があるとしても，当該運送状を受理することを取り極めた条文である。
　新規則第29条は，旧規則第30条に相当する条文であるが，郵便の場合だけでなく，最近の宅配
便（courier　service／expedited　delivery　service）の普及を反映させて，宅配便の受取証も運送
書類として受理可能であることを規定している。
　新規則第30条は，旧規則第25条d項および第26条c項に相当する，フレート・フォーワーダー
（freight　forwarder）発行の運送証券について規定した条文である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）　旧規則では，国際商業会議所が承認しているFIATA複合運送船荷証券，あるいは運送人と
してまたは特定運送人の代理人としてのフレート・フォーワーダーが発行した証券であるとの明
示がないかぎり，当該信用状に他の明記がある場合は別として，フレート・フォーワーダー発行
の運送証券は銀行が拒絶する（旧規則第25条d項），と規定しているが，これをより一般化した方
法の文言に変えている。即ち，新規則第30条では，もし当該信用状で許容され，信用状によって
要求される特定の運送証券に関する信用状規則（UCP　500）の条件に従ってフレート・フォーワ
ーダーが発行し署名しているならぽ，いかなるフレート・フォーワーダー発行の運送証券も受理
　　　　　　（17）されるとしている。
　新規則第31条は，旧規則第28条，第32条および第33条を統合し，デッキ積み等に関する規定の
条文を明確化している。
　即ち，第31条は，もし当該信用状に他の明記がないかぎり，銀行は以下の運送証券を受理する
であろう，と規定し，（i），㈲，㈹で細目を取り極めている（カッコは筆者による）。
　（i）では，海上運送あるいは海上運送を含む複数の運送手段による運送の場合には，積送品がデ
as　op．　cit．，　p．83．
⑯　FIATA（運送業協会国際連盟のこと）F6d6ration　Internationale　des　Associations　de　Tran－
sitaires　et　Assimiles（＝lnternational　Federation　of　Forwarding　Agents　Associations）の頭
字語（acronym）．
Oの　OP．　cit．，　P．87．
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ッキ積みとなるあるいはデッキ積みになるであろう（the　goods　are　or　wm　be　loaded　on　deck），
という明示がない運送証券であること。しかしながら，積送品がデッキ積みになるかも知れない
（the　goods　may　be　carried　on　deck）という条項を含んだ運送証券は受理されるであろう，と
規定している。
　㈹では，荷送人によるバン詰め及び検数（shipper’s　load　and　count），～を含むという荷送人
の申告（said　by　shipper　to　contain），あるいは同様な趣旨の文言の条項を表面に記載している
運送証券，そして，（面では，当該貨物の荷送人として当該信用状の受益者以外の当事者を明示し
ている運送証券，を受理可能と規定している。
　新規則第32条は，旧規則第34条に相当する条文であるが，無故障運送証券（Clean　Transport
Documents）について規定している。旧規則と殆ど同じ文言であるがa項では旧条文にあった付
加条項（superimposed　clause）のsuperimposedを削除している。これは，最近の書類作成方
法，例えぽコンピューター使用の場合などを考慮するとき，必ずしも適切な定義付けとはならな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）いし，誤解される恐れが多分にあるからである。
　b項では，旧規則がBanks　will　refuse～と表現しているところをBanks　will　not　accept～
と表現している。
　c項では，旧規則が～and　of　article　27（b）．と表現しているところを新規則の条文規定との
整合性の点から～and　of　Articles　23，24，25，26，27，280r　30．と表現しているが，内容
的には旧規則と同様である。
　新規則第34条は，旧規則第35条，第36条および第37条に相当する条文であるが，保険証券等に
ついての規定である。
　第34条a項は，条文を明確化している。b項は，もし保険証券等の原本が複数通発行されてい
る場合にはそれら全通の呈示を要求する新しい規定である。
　d項は，もし当該信用状に他の明記がないかぎり，銀行は保険承認状（insurance　certificate）
ある・・は予定保険翻書（dec1・・a・・。。。。der　an。P，n。。島を受理するであろう，槻定し，
更に，保険承認状あるいは予定保険確認書に代えて（in　lieu　thereof）銀行は保険証券を受理す
るであろう，と規定している。
　f項（ii＞では・保険金額について規定しているが，ここではインコタームズ（INCOTERMS）の
CIFおよびCIPの規則条文を考慮して，最低保険金額は，当該信用状にもとつく支払，引受け，
あるいは買取り金額の110％相当額あるいは送り状総金額の110％相当額のいずれか，金額の大き
いほうであることを規定している。旧規則では，商業送り状の金額と規定していたが，新規則で
は送り状総金額の110％相当額というように，110％のパーセンテジで対比できるように規定して
（1＄　OP．　cit．，　P．90．
09条文ではdeclaration　under　an・open・coverとなっているが，これはcertificate　of　declaration
　の意味で使用されていると思われる。因に，わが国ではdeclaration　under　open　policyは予定保
　険通知書，certificate　of　declarationは予定保険確i認書と呼ばれる（石田貞夫・中村那詮，　r新貿易
　取引』，有斐閣，183頁，1991；浜谷源蔵，『最新貿易実務』，同文舘，156頁，1991，参照）
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いる。
　新規則第37条は，旧規則第41条に相当する条文であるが，商業送り状についての規定である。
　第37条a項（i）は新しく規定された条文であるが，ここでは，第48条の規定の場合は別として，
当該信用状に指定された受益者によって発行された送り状であることが送り状表面に表示されて
いることを要求している。
　㈲では，第48条の規定の場合は別として，当該信用状発行依頼人宛に作成されることを要求し
ている。
　㈲は新しく規定された条文であるが，送り状は署名されている必要はない，と規定している。
これは署名の有無をめぐる取扱上の混乱を回避するとともに，自働化されたコンピューター方式，
写真複写（reprography）方式，あるいは電子的発行方式など伝統的な署名を必ずしも行ってい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）ない方法で発行された送り状の提示に対しても門戸を解放するものである。但し，どうしても送
り状の上に伝統的な署名を求めるのであれぽ，当該信用状にその旨明記すれぽよい。
　c項では，商業送り状に記載される商品明細は当該信用状に規定された商品明細に一致（cor・
respond）’しなけれぽならない，と規定し，更に，その他のすべての書類上では当該信用状に規
定された商品明細と矛盾しない一般的な用語で当該商品を表現してもよい，と規定している。
　このc項の条文の中で用いられている“一致する（correspond）”なる用語については，　iden・
tica1（同一の；全く同じ）なる用語を使用すべきとの提案もあったが，起草委員会（working
group）の意見としては，アイデンティカルはあまりにも厳格すぎて当事者に重い負担をかける
ことになることと，商業送り状と信用状の記載文言の不一致（ディスクレッパンシーdiscrepancy）
をめぐる混乱の増加を避けるためにも，旧規則と同一のコレスポンド（一致する；調和する；相当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）する）なるやや解釈の幅がある用語を使用している。
　以上，書類についての主要な関係条文を概観してきたが，雑則（Miscellaneous　Provisions）の
条文中にも重要な変更条文も見られるので，以下に簡単な言及をしておきたい。
　新規則第39条は，旧規則第43条に相当する条文であるが，信用状金額，数量及び単価について
の許容範囲を明確にしている。
　第39条a項では，旧規則で「約」を表現する言葉としてabout，circa　or　similar　expressions
を用いているが，それに加えて，about，　approximately，　circa　or　similar　expressionsと
approximatelyを追加挿入している。これは取引の現場を反映するものである。
　b項では，旧規則第43条b項の条文表現の中から，even　if　partial　shipments　are　not
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）permitted…が削除されている。これは，不必要と見なされたからである。
　新規則第40条は，旧規則第44条に相当する条文であるが，分割船積／分割振出しについて規定
⑫O　ICC，『Documentary　Credits－UCP　500＆UCP　400　Compared』，　ICC　Publishing　SA，
　p．100，　1993。
¢～D　op．　cit．，　p．100．
¢オ　op．　cit．，　p．105．
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している。
　第40条b項は，旧規則第44条b項およびd項を統合し，明確さと条文の簡潔さが実現されてい
る。
　c項は，旧規則c項の条文の中に宅配便による船積（Shipments　made　by　post　or　by　courier
～，下線は筆老）のことが追加挿入されている。
　新規則第42条は，旧規則第46条に相当する条文であるが，信用状の有効期限および書類呈示の
場所を規定している。即ち，第42条a項は，旧規則で規定されている有効期限に加えて書類呈示
の場所の特定を規定している。
　即ち，a項では，すべての信用状は有効期限，および支払，引受けのための書類呈示場所，あ
るいは買取銀行を指定しない信用状（freely　negotiable　Credits）の場合は別として，買取りのた
めの書類呈示場所を規定しなけれぽならない，と規定し，支払，引受けあるいは買取りのために
規定されている有効期限は書類呈示のための有効期限を表現しているものと解釈される旨を規定
している。
　新規則第43条は，旧規則第47条に相当する条文であるが，有効期限に関する制限，即ち，船積
（発送）日から書類呈示日までの期間の限定について規定している。内容的には旧規則と同様で
あるが文言修正がなされている。この条文に関連して留意すべき点の一つに，スタンドバイ信用
状（Standby　Credit）と書類呈示期間の問題がある。スタンド・ミイ信用状に関連する運送証券の
コピー（写）呈示の期間については，本条の規定を適用しない旨を当該スタンドバイ信用状に明
　　　　　　　　　　　（23）記しておくことが賢明である。・
　新規則第46条は，旧規則第50条に相当する条文であるが，船積日／船積期間等についての規定
である。
　第46条a項は，船積み（shipment）の定義を拡大し，“本船上への積込み（10ading　on　board）”，
“発送（dispatch）”，“運送のために引受けた（accepted　for　carriage）”，“郵便受取証の日付（date
of　post　receipt）”，“集荷の日付（date　of　pick－up）”，および同様な表現を含むものと理解され
ること，そして，信用状が複合運送証券を要求している場合には“管轄下に引取る（taking　in
charge）”を含むものと理解されることを規定している。
　b項では，“prompt”，“immediately”，“as　soon　as　possible”，およびこれらと同様な表現
は使用されるべきではないとし，もし，これらの表現が使用されている場合には，銀行はこれら
を無視する（disregard），と規定している（下線は築者による）。即ち，納期（船積時期）を取り極め
る用語として“直積み”と総称されてきたこれらの用語は，売買契約上の明確な定義が存在しな
いにもかかわらず，信用状の語義の解釈の上では，銀行は船積が信用状発行日から30日以内にな
される旨の発行銀行による定めであると解釈する（旧規則第50条c項），と理解されてきたが，新
規則ではこれを“無視する”との表現に変更している。したがって，信用状発行依頼人（輸入者）
は，船積期間（船積最終日）について依頼書の中に明確な指示をしておくことが肝要である。
ξ～3　0p．　cit．，　p．112．
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　新規則第47条は，旧規則第51条，第52条および第53条に相当する条文であるが，船積期間
（periods　of　shipmentMこ関する日付用語について規定している。
　第47条a項では，船積みに関して信用状の中で日付あるいは期間に適用される“until”，“to”，
“till”，“from”，および同様な意味あいの言葉は，言及されている日付を含むものと理解される，
としている。
　b項では，“after”は言及された日付を除外して理解されるとしている。
　c項では，“first　half”は1日から15日までを，“second　half”は16日から月末までを意味
することが規定されている。
　そして，d項では，“beginning”は1日から10日まで，“middle”は11日から20日まで，
“end”は21日から月末までを意味することが規定されている。本条文は旧規則の3か条を統合し，
“after”を一項（b項）として独立させて4項に分類しているが，実質的には旧規則の規定と同
様である。
3．UCP500の語学的検討
　上記で見てきたとおり，1993年改正の新規則（UCP　500）は，条文の明確化と簡潔さにかなり
の力点をおいて作業がなされた結果の荷為替信用状に関する国際規則である。
　そこで，ビジネス英語に関する教育的観点から，新規則の条文を前提に語学的な検討を試みた
い。
　本稿では，紙面の制約を考慮して，UCP　500のA総則と定義（General　Provisions　and　Defi－
nitions），　B信用状の形式と通知（Form　and　Notification　of　Credits），　C義務と責任（Liabi1ities
and　Responsibilities），およびE雑則（Miscellaneous　Provisions）の中から，第1条，第2条，
第6条，第9条，第16条，第39条，第41条，第46条，および第47条を対象として，それらの条文
の中で使用されている単語（be動詞，冠詞は除く）を整理してみると次のようになる。
　about（約），　accept（引き受ける，　acceptance引受け），　advise（通知する，　advice通知，　advising
bank通知銀行），　after（～後，そこに示される日付は除外される。），　agreement（合意），　against
（～に対して），allow（許す），　amount（金額），　amend（修正する，　amendment修正），　another
（別の，another　bank別の銀行），　apPly　to（適応する，　apPlicable適応できる），　apPlicant（信用
状の発行依頼人），approximately（約），　arrangement（取極め），　article（～条），　as　soon　as
possible（できるだけ早く；納期に関しては直積みと呼ばれる），　assume（負う），　arise（生ずる），
authorise（認める；権限を与える），　available（有効な），　in　the　absence　of（～がない場合には），
in　accordance　with（～に従って），　in　addition　to（～に加えて），　assume　responsibility　for
（～に対して責任を負う），arise　out　of（～から生ずる），　as　of（～から），　be　available　for（～に
対して有効である）。
　bank（銀行；issuing　bank信用状発行銀行），　beginning（初旬，信用状上では1日から10日までを
意味する），beneficiary（受益者；輸出者を意味する），　bill　of　exchange（為替手形＝draft），　bona
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fide（善意の；bona　fide　holders　of　draft為替手形の善意の所持人），　branch（支店），　branches
of　a　bank　in　different　countries（異なった国々にある銀行の支店），　be　bound　by（～によっ
て拘束される），be　binding　on（～を拘束する），　on　one’s　behalf（～に代って）。
　credit（信用状＝L／C），　call　for（要求する），　cance1（取消す＝revoke），　cease（終る），　circa
（約），comply　with（順守する），　conditions（条件），　confirm（確認する；confirmation確認；
confirming　bank確i認銀行），　conform　to（～に従う），　constitute（構成する），　construe（解釈
する），contain（含む），　custom（慣習），　customer（顧客，第2条の表現では発行依頼人＝輸入者を
意味する），consequently（その結果，したがって），　consequence（結果），　credit　terms（信用
状条件），in　connection　with（～に関係して），　in　the　case　of（～の場合には）。
　day（日；the　last　day　of　a　month月末），　date〔日付；the　1atest　date　for　shipment船積最終
日（付）〕，definite（明確な），　defer（延ばす；deferred　payment後払い），　delay（遅延；delay　in
transit輸送の遅延），　describe（述べる），　determinable（決定できる），　difference（差異），
dispatch（発送），　disregard（無視する），　document（書類），　Documentary　Credit（荷為替信
用状），Draft（為替手形＝・　bill　of　exchange），　draw〔（手形を）振り出す；draw　on～宛に振り出す；
drawing振出し；drawer振出人；drawee名宛人；drawee　bank名宛銀行；drawn　by～on～，～に
よって～宛に振り出された〕，be　deemed　to（～とみなされる；～shall　be　deemed　to　be　irrevocable
取消不能とみなされるものとする）。
　effect（もたらす；effect　such　paymentそのような支払をもたらす；効果），　either～or～（～の
うちいずれか），end（下旬；信用状ではend　of　a　monthは21日から月末までを意味するものと解釈され
る），error（誤り），　exclude（除外する），　exceed（超過する），　except（～を除いて），　expression
（表現），expressly（明白に），　extend（延ばす，広げる），　extent（程度，範囲；to　the　extent　to
which　they　may　be　apPlicable～の範囲まで，第1条），　in　the　event（～する場合には）。
　first（最初の；first　half　of　a　month信用状上では1日，15日を含めて1日から15日までを意味する
ものと解釈される），force（力；remain　in　force効力がある），　from（～から；信用状上で日付を言
及している場合はその日を含むものと理解される），full（全部；such　quantity　of　goods　is　shipped
in　ful1全量，第39条c項）。
　hereinafter（以下に），　however　named（どのように呼称されようとも）。
　immediately〔即座に；納期に関しては直積みと呼ぼれるが，　UCP　500では，銀行はこれらの表現
（prompt；as　soon　as　possibleなど）を無視する〕，　impOrt（意味；～and　the　words　of　similar　import
～同様な意味の言葉，第47条a項），include（含む；形容詞はinclusive），　incorporate（合体させる；
含んでいる），inform〔通知する；知らせる；inform（somebody）of（something）～に～を知らせる），
indicate（指摘する，　indication指摘，指示），　individual（個別の；individual　terms個別の条件）〕，
instalment〔分割（分）〕，　instructions（指図），　interpretation（解釈），　irrevocable（取消で
きない；irrevocable　credit取消不能信用状），　issuance（発行；issuing　bank発行銀行＝　opening
bank＝establishing　bank開設銀行）。
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　1atest（最終の；the　latest　date　for　sh量pment船積最終日），　less（より少ない；～10％1ess　than
the　amount～以下，第39条a項），　letter（手紙，証書；letter　of　credit信用状），1iability（義務，
責任），like（同様なもの；～and　the　like，第46条a項），　loading（積込み；loading　on　board本船
への積込み；動詞は10ad）。
　matUrity〔満期（日），支払期日；to　pay　on　maturity　date（s）；to　pay　at　maturity満期日に支
払う〕，mean（意味する），　mention〔述べる；the　date　mentioned言及された日（付）〕，　message
（通信文），middle　（中旬；信用状上では11日から20日までの期間と理解される），　month（暦月），
more（より多い；10％more　than　the　amount当該金額より10％以上），　multimodal（複合形態の；
multimodal　transport複合運送），　mutilation（送信中に発生する文字の変形）。
　named（指定された），　negotiate（買取りする；手形の割引きをする；手形を現金化する；negotiation
買取り；negotiating　bank手形買取銀行），　nevertheless（それにもかかわらず），　nominated　bank
（指示された銀行），notification（通知；notify通知する＝advise；notifying　bank通知銀行＝advising
bank）ジnot　yet　accepted　amendment（未だ受理されていない修正）。
　otherwise（他に），　order（指図人；to　the　order　of～～の指図人に対して），　original（原本；
the　terms　of　the　original　credit信用状原本の条件），　on　or　about〔頃；信用状上で日付に関して
は，銀行は特定日（specified　date）の5日前及び5日後（両端の日を含む）の船積とみなす，第46条c項；
on　or　about　March　26，1994は1994年3月26日頃（3月21日～3月31日）〕。
　packing（梱包），　partial（部分的な；partial　acceptance部分的引受け；partial　shipments分割
積＝instalment　shipments），　party（当事者），　payment（支払；決済to　make　a　payment支払す
るニpay），　period（期間），　post（郵便；post　receipt郵便受取証），　pick－up（郵便物・荷物を集め
ること；date　of　pick－up宅配便の集荷日），　practice（慣例），　present〔提示する；2番目のeに
アクセントを置いて発音する。presentation提示，（手形の）呈示〕，　previously（以前に），　provide
（for）（～の規定をもうける；provision規定），　prohibit（禁止する；名詞はprohibition），　provided
（that）（もし～ならば），　be　prepared　to（～の用意がある），　publication（出版，出版物），　for　the
purposeof（～の目的で）。
　quantity（数量）。
　recourse〔頼ること；頼み；without　recourse償還請求なく（手形に関係して）〕，　reduce（減少す
る），refer（to）（～に言及する），　remain（とどまる；remain　in　force有効である），　request（要
請；at　the　request　of～の要請にもとついて），　reserve（留保する；reserve　the　right権利を留保
する），respectively（それぞれ），　right（権利），　revision（改正），　revocable（取消可能な；
revoke取消する＝cancel；revocation取消＝cancellation；revocable　credit取消可能信用状）。
　same（同一一一・の；その；the　same　advice　of　amendmentその修正通知），　shall（～するものとする；
～shall　apPly　to～～に適用するものとする），　second（2番目の；second　half　of　a　month　16日か
ら月末までの期間と解釈される，第47条c項），shipment（船積），　similar（同様な），　should（～すべ
きである），specify（詳述する），　state（述べる；the　unit　price　specified　in　the　credit信用状に明
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記されている単価），stipulate（規定する；stipulation規定），　standby〔（危急の場合に）頼りになる
もの；standby　creditスタンドパイ信用状（万一，支払をしなかったとか返済をしなかった場合などに有
効となる信用状）〕，subsequent（後の；～に続く～）。
　technica1（専門の；technical　terms専門用語），　telecommunication（電気通信＝電話，電報，
テレックス，ファクシミリ），tender（提出），　terms（条件，用語；terms　and　conditions諸条件；
The　terms‘‘beginning”，‘‘middle”or‘‘end”of　a　month　shall　be　construed～　～という壁は～；
in　terms　of～の点で），　text（本文；原文；the　text　of　the　credit信用状の文言），　tOlerance（許
容），thereto（それに対して），　therefore（それゆえに），　third（3番目の；third　party第3者），
transit（輸送；in　transit輸送中に），　translate（翻訳する；translation翻訳），　trallsmit（送信す
る，送達する；transmission送信，伝達），　taking　in　charge〔（複合運送の場合）管轄下に引ぎ取る
こと）〕，to；til1；until（～まで；船積に関して使用される日付の場合は，そこに記される日付を含むも
のと理解される）。
　understand（理解する），　unit　price（単価），　use（使用する；expressions　used　in　connection
with　the　amount　of　the　credit～使用された～），　undertaking（引受け；約束；保証），　uniform
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）（統一の；uniform　customs　and　practice統一規則および慣例）。
　whereby（それによって），　whether～or～〔～かどうか（名詞節を導く）～whether　it　is　revocable
or　irrevocable．）〕，　without（～しないで；～せずに；without　delay遅滞なく；without　adding　its
confirmation確認を加えないで；確認なしに）。
　以上が前述した条文に使用されている言葉（words　or　phrases）である。これらの言葉は，一
部分を除くとごく日常的な用語といえよう。条文起草段階で，簡潔と正確さに腐心された努力の
結晶といえる。冠詞の用法，shall，　should，　wil1の状況に合わせた選択的使用なども尊敬に値
する。
　しかし，そのように理解しやすい条文ではあるが，言葉そのものは平易であってもそれが含蓄
（connote）している貿易取引の深い学識なくしては完壁な理解は不可能である。教育的見地から
は，条文の理解にあたって商学的考察を行うことが肝要である。
4．お　わ　り　に
　戦後，1949年に単一為替レートとして1米ドル360円の基準相場がきまり，外国為替および外
国貿易管理法が施行されて民間貿易が本格化して以来，わが国の対外決済は「標準決済方法に関
する省令」の下で荷為替信用状の使用を義務づけられてきた。しかし，1964年のIMF　8条国へ
の移行およびOECDへの加盟によって貿易自由化は急速に進展した。
　そして，1980年の法律改正により，基本理念が原則自由の立場となったため，標準決済方法に
関する省令は「特殊決済方法に関する省令」と呼称変更されて現在に至っている。
　現在の法律の下では，繊維と雑貨の場合は別として，信用状を貿易決済の必須条件とはしてい
＠　ICC日本国内委員会の和訳表現（公式和訳）である。
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ない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）　わが国の輸出取引のうえで信用状の接受高の比率は，1985年度では60％ラインを割って59．5％
　　　　　　　　　　　（26）となり，1986年度には45％まで低下した。そのため，1949年12月から37年以上にわたって集計し
てきた輸出信用状接受高の統計作りを日本銀行は1987年4月から取りやめた。輸出信用状接受高
の低減の理由としては，信用状決済が輸出取引の必須要件でなくなったことに加えて，商社・メ
ーカーの在外支店・現地法人等，在外拠点の増加にともない企業内取引（intra－company　trans・
actions本支店間取引など）が増大していることが考えられる。
　しかし，信用状接受高の比率が低下したからといって信用状そのものに罪はない。企業規模に
かかわらず，信用状の利点は享受できるし，何よりも売買両当事者間の決済上の公平性をもたら
す優れた決済のメカニズムである。特に，中小規模の企業にとっては，代金決済上の安心感と確
実性の点からいっても重要視される決済方式である。
　一方，貿易取引環境は，高度先端技術の進展に伴い，輸送の革新や通信手段の高度・多様化，
あるいは電子データ交換メッセージ（EDI　message）の利用による受発注，書類送達あるいは決
済等，日進月歩の革新が進行している。それにともない，法律面の整備も進められなくてはなら
ないわけで，国連の場（UNCITRAL）を中心に作業が進行している。
　今回のUCPの改正は，過去10年間の貿易環境の変遷を反映させた条文改正であるが，次の改
正までの約10年間の歳月の中では現在までの変化以上に大きな変化が予想される。そこで，今後
の貿易環境の変化に対処するためにも今回改正のUCP　500についての理解は不可欠の要件であ
る。
　そのような観点から，UCP　500の要点を概説してみたが，詳細な検討は別の機会に行ないた
い。特に，ビジネス英語と商学的観点からの条文研究については稿を改めて深く検討して行くつ
もりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1993年10月6日）
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